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1950～53 

内閣 

東久邇宮稔彦 

(1945.8～.10) 

 

 

[b.           ] 

（1945.10～46.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①[e.         ] 

（1946.5～47.5） 

 

 

 

 

[k.         ] 

（1947.5～48.3） 

[l.         ] 

（1948.3～48.10） 

 

 

②吉田茂 

(1948.10～49.2) 

③吉田茂 

（1949.2～52.10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

占領改革・独立への動き 

・降伏文書調印：連合軍の受け入れ開始 

→GHQによる[a.     ]統治（司令長官マッカーサー） 

・人権指令
1945・10

…治安維持法の廃止・政治・思想犯の釈放など要求 

→実施できないとして内閣相辞職 

・五大改革指令（1945.10） 

婦人の解放・労働組合の奨励・教育制度の自由化・ 

圧政的諸制度の撤廃・経済機構の民主化 

・憲法問題調査委員会（委員長：[c.           ]） 

昭和天皇の人間宣言 (1946.1.1) 

公職追放の開始 

マッカーサー草案を政府原案として発表（1946.2） 

 

・戦後初の衆議院総選挙：[d.           ]が第 1党に 

                

・憲法草案を帝国議会で審議・修正可決 

⇒[f.            ]公布（1946.11.3、施行 1947.5.3） 

 

・二・一ゼネスト計画（1947/GHQの指示で中止） 

・新憲法下の国会組織のための衆院・参院選挙 

→[k.             ]が比較第一党になり総辞職 

日本社会党・民主党・国民協同党連立 

→社会党右派・左派の対立で総辞職 

・政令 201号公布…公務員の争議権を停止 

・[m.           ]事件…閣僚逮捕で総辞職 

 

 

民主自由党単独内閣 

 

民主自由党と民主党の一部が合同し自由党なる 

 

 

 

・レッド・パージ（1950）：共産党員の公職追放 

 

・[p.                ]発足
1950・6

             

・米講和特使ダレス来日
1951・1

 

          片面講和論 VS 全面講和論 

・「軽武装・経済復興優先」路線の選択 

①[r.              ]平和条約
1951・9

：日本の独立回復 

②[s.              ]条約
1951・9

：独立後の米軍駐留 

    [t.              ](1952)…米軍の駐留条件 

経済 

生産体制の崩壊   軍需産業への補償 

復員・引揚げ 

 

  物不足       通貨流通量↑ 

       

    ハイパー・インフレーション 

 

財閥解体・農地改革 

 

 

・[g.                ]
1946

:預金封鎖・新円切替 

→通貨流通量を収縮させたが、インフレ止まらず 

 

       

・[h.                   ](1946.12～)  

①[i.                   ]設立（1947.1） 

②[j.     ・       ]に集中投資 

     

復金インフレ 

 

傾斜生産方式の継続 

臨時石炭鉱業管理法：炭鉱の国家管理 

 

インフレによる国家財政の悪化 

 

 

経済安定九原則の実行を GHQが指令
1 9 4 8 ・ 1 2

 

 

・[n.            ](1949) 

超均衡予算・単一為替レート(1 ドル＝360 円) 

・[o.          ]勧告(1949)：直接税中心主義 

 

・安定恐慌(1949)：デフレ不況 

→人員整理に組合が反発→国鉄関連の事件  

続発（下山事件・三鷹事件・松川事件） 

 

・[q.              ]   

→工業生産・実質 GNPが戦前水準回復 

 

 

 

米陸軍長官ロイヤルが「日本は共産主義の防壁」と演説 

冷戦激化で 1948年から占領政策の転換（非軍事化・民主化→自立化・復興）  

朝鮮戦争 

供給拡大によるインフレ克服への転換 

早期講和促進 

女性議員 39名誕生 

再軍備 
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内閣 

東久邇宮稔彦 

(1945.8～.10) 

 

 

[b.幣原喜重郎 ] 

（1945.10～46.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

①[e.吉田茂   ] 

（1946.5～47.5） 

 

 

 

 

[k. 片山哲  ] 

（1947.5～48.3） 

[l. 芦田均   ] 

（1948.3～48.10） 

 

 

②吉田茂 

(1948.10～49.2) 

③吉田茂 

（1949.2～52.10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

占領改革・独立への動き 

・降伏文書調印：連合軍の受け入れ開始 

→GHQによる[a.間接 ]統治（司令長官マッカーサー） 

・人権指令
1945・10

…治安維持法の廃止・政治・思想犯の釈放など要求 

→実施できないとして内閣相辞職 

・五大改革指令（1945.10） 

婦人の解放・労働組合の奨励・教育制度の自由化・ 

圧政的諸制度の撤廃・経済機構の民主化 

・憲法問題調査委員会（委員長：[c. 松本烝治  ]） 

昭和天皇の人間宣言 (1946.1.1) 

公職追放の開始 

マッカーサー草案を政府原案として発表（1946.2） 

 

・戦後初の衆議院総選挙：[d. 日本自由党 ]が第 1党に 

                

・憲法草案を帝国議会で審議・修正可決 

⇒[f.日本国憲法 ]公布（1946.11.3、施行 1947.5.3） 

 

・二・一ゼネスト計画（1947/GHQの指示で中止） 

・新憲法下の国会組織のための衆院・参院選挙 

→[k. 日本社会党  ]が比較第一党になり総辞職 

日本社会党・民主党・国民協同党連立 

→社会党右派・左派の対立で総辞職 

・政令 201号公布…公務員の争議権を停止 

・[m. 昭和電工  ]事件…閣僚逮捕で総辞職 

 

 

民主自由党単独内閣 

 

民主自由党と民主党の一部が合同し自由党となる 

 

 

 

・レッド・パージ（1950）：共産党員の公職追放 

 

・[p. 警察予備隊  ]発足
1950・6

             

・米講和特使ダレス来日
1951・1

 

          片面講和論 VS 全面講和論 

・「軽武装・経済復興優先」路線の選択 

①[r.サンフランシスコ ]平和条約
1951・9

：日本の独立回復 

②[s.日米安全保障 ]条約
1951・9

：独立後の米軍駐留 

    [t. 日米行政協定  ](1952)…米軍の駐留条件 

経済 

生産体制の崩壊   軍需産業への補償 

復員・引揚げ 

 

  物不足       通貨流通量↑ 

       

    ハイパー・インフレーション 

 

財閥解体・農地改革 

 

 

・[g. 金融緊急措置令  ]
1946

:預金封鎖・新円切替 

→通貨流通量を収縮させたが、インフレ止まらず 

 

       

・[h. 傾斜生産方式 ](1946.12～)  

①[i. 復興金融金庫   ]設立（1947.1） 

②[j. 石炭 ・ 鉄鋼  ]に集中投資 

     

復金インフレ 

 

傾斜生産方式の継続 

臨時石炭鉱業管理法：炭鉱の国家管理 

 

インフレによる国家財政の悪化 

 

 

経済安定九原則の実行を GHQが指令
1 9 4 8 ・ 1 2

 

 

・[n. ドッジ＝ライン ](1949) 

超均衡予算・単一為替レート(1 ドル＝360 円) 

・[o. シャウプ  ]勧告(1949)：直接税中心主義 

 

・安定恐慌(1949)：デフレ不況 

→人員整理に組合が反発→国鉄関連の事件  

続発（下山事件・三鷹事件・松川事件） 

 

・[q. 朝鮮特需   ]   

→工業生産・実質 GNPが戦前水準回復 

 

米陸軍長官ロイヤルが「日本は共産主義の防壁」と演説 

冷戦激化で 1948年から占領政策の転換（非軍事化・民主化→自立化・復興）  

朝鮮戦争 

供給拡大によるインフレ克服への転換 

早期講和促進 

女性議員 39名誕生 

再軍備 


